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明治ホールディングス株式会社

代表取締役社長 CEO 川村和夫殿

デロイトトーマッサステナビリティ株式会社

二区皮丸の｀3“‘

デロイトトーマッサステナビリティ株式会社（以下「当社」という。）は、明治ホールディングス株式会社（以

下「会社」という。）が作成した「明治グループ環境データ集 2023年度」（以下「報告書」という。）に記

載されている と の付された 2023年度のエネルギー使用量（グローバル）、 CO2排出量 Scopel （グロ

ーバル）、

ータの決定に利用される科学的知識が不完全である等の理由により、固有の不確実性の影響下にある。

当社の独立性と品質マネジメント

当社は、誠実性、客観性、職業的専門家としての能力と正当な注意、守秘義務、及び職業的専門家としての行動

に関する基本原則に某づく、国際会計士倫理基準審議会の 「職業会計士の倫理規程」が定める独立性及びその他の

要件を遵守した。また、当社は、国際品質マネジメント基準第

1号「財務諸表の監査若しくはレビュー又はその他

の保証若しくは関連サービス業務を行う事務所の品質マネジメント」に準拠して、倫理要件、職業的専門家として

の基準及び適用される法令及び規則の要件の遵守に関する文書化した方針と手続を含む、包括的な品質マネジメン

トシステムを維持している。

当社の責任

当社の責任は、当社が実施した手続及び当社が入手した証拠に基づいて、環境定量情報に対する限

定的保証の結論を表明することにある。当社は、「国際保証業務基準 3000過去財務情報の監査又はレビュー

以外の保証業務」（国際監査・保証基準審議会）、「国際保証業務基準3410温室効果ガス報告に対する保証業務」（国

際監査・保証基準審n 会）及び「サステナビリティ情報審査実務指針

データの網羅性、データ収集方法、原始データ及び現場に適用される仮定を評価するため、事業所の現地調査

を実施しt4>

限定的保証業務で実施する手続は、合理的呆証業務に対する手続と比べて、その種類と実施時期が異なり、その

疇疇は狭い。その結果、当鱈疇した霞麟証業務で得た1躊水準は、麟的呆証業務を疇したとすれ

ば得られたであろう保証水準ほどには高くない。

限定的保証の結論

当社が実施した手続及び入手した証拠に基づいて、環境定量情報が、会社が採用した算定及び報告の基準に準拠

以上
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